
（注 意）

１ 係員の指示があるまで、この問題用紙を開かないこと。

２ 解答は、別紙解答用紙によること。

３ 解答用紙に受験番号及び氏名を記入し、コード記入欄には注意事項をよく読

んでから正確に記入すること。

（受験番号及び氏名の記入のないものは採点しない。）

４ 各問ごとに、正解と思う語句に付されている番号を解答用紙の所定の欄に�

つ表示すること。

５ この問題の解答は、試験実施に関する官報公告の日（平成２８年�月�日）に

施行されている法令等によること。

６ この問題は、問�から問�までの�問であるので、確認すること。

７ この問題用紙は、試験時間中（１１時５０分まで）の持ち出しはできません。

また、問題用紙を破って解答等を写して持ち帰ることもできません。

８ 試験時間の途中で退室する人は、自分の席に置いたまま退室し、昼の休憩時

間（試験時間終了から１２時５０分までの間）に自席に戻って入手すること。

受験番号

氏 名

〇選
第 ４８ 回
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【注意事項】

本試験における出題は、根拠となる法律、政令、省令、告示、通達に、「東日本

大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第

４０号）」をはじめとする東日本大震災に関連して制定、発出された特例措置に係る

ものは含まれません。

【法令等略記凡例】

本試験問題文中においては、下表左欄の法令名等を右欄に示す略称により記載し

ています。

法 令 等 名 称 法 令 等 略 称

労働者災害補償保険法 労 災 保 険 法

高齢者の医療の確保に関する法律 高齢者医療確保法

◇Ｍ１（４７９―２）



労働基準法及び労働安全衛生法

〔問 １〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 最高裁判所は、労働基準法第１９条第�項の解雇制限が解除されるかど

うかが問題となった事件において、次のように判示した。

「労災保険法に基づく保険給付の実質及び労働基準法上の災害補償との

関係等によれば、同法〔労働基準法〕において使用者の義務とされている災

害補償は、これに代わるものとしての労災保険法に基づく保険給付が行わ

れている場合にはそれによって実質的に行われているものといえるので、

使用者自らの負担により災害補償が行われている場合とこれに代わるもの

としての同法〔労災保険法〕に基づく保険給付が行われている場合とで、同

項〔労働基準法第１９条第�項〕ただし書の適用の有無につき取扱いを異に

すべきものとはいい難い。また、後者の場合には Ａ として相当額

の支払がされても傷害又は疾病が治るまでの間は労災保険法に基づき必要

な療養補償給付がされることなども勘案すれば、これらの場合につき同項

ただし書の適用の有無につき異なる取扱いがされなければ労働者の利益に

つきその保護を欠くことになるものともいい難い。

そうすると、労災保険法１２条の�第�項�号の療養補償給付を受ける

労働者は、解雇制限に関する労働基準法１９条�項の適用に関しては、同

項ただし書が Ａ の根拠規定として掲げる同法８１条にいう同法７５

条の規定によって補償を受ける労働者に含まれるものとみるのが相当であ

る。

したがって、労災保険法１２条の�第�項�号の療養補償給付を受ける

労働者が、療養開始後 Ｂ を経過しても疾病等が治らない場合に

は、労働基準法７５条による療養補償を受ける労働者が上記の状況にある

場合と同様に、使用者は、当該労働者につき、同法８１条の規定による

Ａ の支払をすることにより、解雇制限の除外事由を定める同法

― １ ― ◇Ｍ１（４７９―３）



１９条�項ただし書の適用を受けることができるものと解するのが相当で

ある。」

２ 労働基準法第３８条の�で定めるいわゆる企画業務型裁量労働制につい

て、同条第�項第�号はその対象業務を、「事業の運営に関する事項につ

いての企画、立案、調査及び分析の業務であつて、当該業務の性質上これ

を適切に遂行するにはその遂行の方法を大幅に労働者の裁量にゆだねる必

要があるため、当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し

Ｃ こととする業務」としている。

３ 労働安全衛生法第１０条第�項において、「総括安全衛生管理者は、

Ｄ をもって充てなければならない。」とされている。

４ 労働安全衛生法第６６条の１０により、事業者が労働者に対し実施するこ

とが求められている医師等による心理的な負担の程度を把握するための検

査における医師等とは、労働安全衛生規則第５２条の１０において、医師、

保健師のほか、検査を行うために必要な知識についての研修であって厚生

労働大臣が定めるものを修了した看護師又は Ｅ とされている。
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選択肢

 �か月  � 年

 � 年  � 年

 障害補償  休業補償

 打切補償  損害賠償

 使用者が具体的な指示をしない

 使用者が業務に関する具体的な指示をすることが困難なものとして所轄労

働基準監督署長の認定を受けて、労働者に就かせる

 使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして厚生労働省令で定め

る業務のうち、労働者に就かせる

 使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして労使委員会で定める

業務のうち、労働者に就かせる

 当該事業場において選任することが義務づけられている安全管理者及び衛

生管理者の資格を有する者

 当該事業場においてその事業の実施を統括管理する者

 当該事業場において、�年以上安全衛生管理の実務に従事した経験を有す

る者

 当該事業場における安全衛生委員会委員の互選により選任された者

 社会福祉士  精神保健福祉士

 臨床検査技師  労働衛生コンサルタント
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労働者災害補償保険法

〔問 ２〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 労災保険法第１３条第�項によれば、政府は、療養の補償給付として療

養の給付をすることが困難な場合、療養の給付に代えて Ａ を支給

することができる。労災保険法第１２条の�の�第�項によれば、「労働者

が故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて

Ｂ に従わないことにより」、負傷の回復を妨げたときは、政府

は、保険給付の全部又は一部を行わないことができる。

２ 厚生労働省労働基準局長通知（「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に

起因するものを除く。）の認定基準について」平成１３年１２月１２日付け基発

第１０６３号）において、発症前の長期間にわたって、著しい疲労の蓄積をも

たらす特に過重な業務に就労したことによる明らかな過重負荷を受けたこ

とにより発症した脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを

除く。）は、業務上の疾病として取り扱うこととされている。業務の過重性

の評価にあたっては、発症前の一定期間の就労実態等を考察し、発症時に

おける疲労の蓄積がどの程度であったかという観点から判断される。

「発症前の長期間とは、発症前おおむね Ｃ をいう」とされてい

る。疲労の蓄積をもたらす要因は種々あるが、最も重要な要因と考えられ

る労働時間に着目すると、「発症前 Ｄ におおむね１００時間又は発

症前 Ｅ にわたって、�か月あたりおおむね８０時間を超える時間

外労働が認められる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できるこ

と」を踏まえて判断される。ここでいう時間外労働時間数は、�週間当た

り４０時間を超えて労働した時間数である。
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選択肢

 業務命令  就業規則

 治療材料  薬 剤

 リハビリ用品  療養に関する指示

 療養の費用  労働協約

 �か月間  �か月間

 １２か月間  �～�か月間

 �週間  �週間

 �週間  �か月間

 �か月間ないし�か月間  �か月間ないし１２か月間

 �か月間ないし�か月間  �か月間ないし１２か月間
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雇 用 保 険 法

〔問 ３〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 雇用保険法第�条は、「雇用保険は、労働者が失業した場合及び労働者

について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合に必要な給付を行うほ

か、労働者が自ら職業に関する教育訓練を受けた場合に必要な給付を行う

ことにより、労働者の Ａ を図るとともに、 Ｂ を容易にす

る等その就職を促進し、あわせて、労働者の職業の安定に資するため、失

業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力の開発及び

向上その他労働者の Ｃ を図ることを目的とする。」と規定してい

る。

２ 雇用保険法第５８条第�項は、「移転費の額は、 Ｄ の移転に通常

要する費用を考慮して、厚生労働省令で定める。」と規定している。

３ 雇用保険法第６７条は、「第２５条第�項の措置が決定された場合には、

前条第�項第�号の規定にかかわらず、国庫は、 Ｅ を受ける者に

係る求職者給付に要する費用の�分の�を負担する。」と規定する。
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選択肢

 求職活動  訓練延長給付

 経済的社会的地位の向上  広域延長給付

 雇用の安定  雇用の促進

 受給資格者  受給資格者等

 受給資格者等及びその者により生計を維持されている同居の親族

 受給資格者等及び同居の親族  職業訓練の実施

 職業生活の設計  職業の選択

 生活の安定  生活及び雇用の安定

 全国延長給付  全国延長給付及び訓練延長給付

 地位の向上  福祉の増進

 保 護
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労務管理その他の労働に関する一般常識

〔問 ４〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 「平成２３年就労条件総合調査（厚生労働省）」によると、現金給与額が労

働費用総額に占める割合は約 Ａ である。次に、法定福利費に注目

して、現金給与以外の労働費用に占める法定福利費の割合は平成１０年以

降上昇傾向にあり、平成２３年調査では約 Ｂ になった。法定福利

費の中で最も大きな割合を占めているのが Ｃ である。

２ 政府は、毎年�月３０日現在における労働組合数と労働組合員数を調査

し、労働組合組織率を発表している。この組織率は、通常、推定組織率と

言われるが、その理由は、組織率算定の分母となる雇用労働者数として

「 Ｄ 」の結果を用いているからである。

労働組合の組織及び活動の実態等を明らかにするために実施されている

「平成２５年労働組合活動等に関する実態調査（厚生労働省）」によると、組

合活動の重点課題として、組織拡大に「取り組んでいる」と回答した単位労

働組合の割合は、 Ｅ になっている。
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選択肢

Ａ  � 割  � 割  � 割  � 割

Ｂ  � 割  � 割  � 割  	 割

Ｃ
 健康保険料・介護保険料  厚生年金保険料

 児童手当拠出金  労働保険料

Ｄ
 雇用動向調査  賃金構造基本統計調査

 毎月勤労統計調査  労働力調査

Ｅ  約�分の
  約�分の
  約半数  約�分の�
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社会保険に関する一般常識

〔問 ５〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。なお、本問の「�」は、平成２３年版厚生労働白書を参照して

いる。

１ 世界初の社会保険は、 Ａ で誕生した。当時の Ａ では、

資本主義経済の発達に伴って深刻化した労働問題や労働運動に対処するた

め、明治１６年に医療保険に相当する疾病保険法、翌年には労災保険に相

当する災害保険法を公布した。

一方日本では、政府は、労使関係の対立緩和、社会不安の沈静化を図る

観点から、 Ａ に倣い労働者を対象とする疾病保険制度の検討を開

始し、 Ｂ に「健康保険法」を制定した。

２ 児童手当の一般受給資格者が死亡した場合において、その死亡した者に

支払うべき児童手当（その者が監護していた Ｃ に係る部分に限

る。）で、まだその者に支払っていなかったものがあるときは、当該

Ｃ にその未支払の児童手当を支払うことができる。

３ 市町村は、国民健康保険料を滞納している世帯主が当該保険料の納期限

から Ｄ が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合におい

ては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があ

ると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該世

帯主に対し被保険者証の返還を求めるものとする。

世帯主が国民健康保険料の滞納に関し、被保険者証を返還したときは、

市町村は、当該世帯主に対し、その世帯に属する被保険者に係る

Ｅ を交付する。

なお、本問の世帯には、原爆一般疾病医療費の支給等を受けることがで

きる者及び１８歳に達する日以後の最初の�月３１日までの間にある者はい

ないものとする。
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選択肢

 �年間  �年�か月間

 �年間  �か月間

 １８歳に達する日以後の最初の�月３１日までの児童であった者

 アメリカ  イギリス

 小学校修了前の児童であった者

 昭和１３年  昭和１６年

 大正１１年  大正１５年

 中学校修了前の児童であった者  適用認定証

 ドイツ  被保険者資格証明書

 被保険者受給資格者証  フランス

 満２０歳に満たない者  療養受療証
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健 康 保 険 法

〔問 ６〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ ５５歳で標準報酬月額が８３万円である被保険者が、特定疾病でない疾病

による入院により、同一の月に療養を受け、その療養（食事療養及び生活

療養を除く。）に要した費用が１，０００，０００円であったとき、その月以前の

１２か月以内に高額療養費の支給を受けたことがない場合の高額療養費算

定基準額は、２５２，６００円＋（１，０００，０００円－ Ａ ）×�％の算定式で

算出され、当該被保険者に支給される高額療養費は Ｂ となる。ま

た、当該被保険者に対し、その月以前の１２か月以内に高額療養費が支給

されている月が�か月以上ある場合（高額療養費多数回該当の場合）の高額

療養費算定基準額は、 Ｃ となる。

２ 訪問看護療養費は、健康保険法第８８条第�項の規定により、厚生労働

省令で定めるところにより、 Ｄ が必要と認める場合に限り、支給

するものとされている。この指定訪問看護を受けようとする者は、同条第

�項の規定により、厚生労働省令で定めるところにより、 Ｅ の選

定する指定訪問看護事業者から受けるものとされている。
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選択肢

 ４０，０７０円  ４２，９８０円

 ４４，１００円  ４４，４００円

 ４５，８２０円  ８０，１００円

 ９３，０００円  １４０，１００円

 ２６７，０００円  ５５８，０００円

 ６７０，０００円  ８４２，０００円

 医 師  医療機関

 介護福祉士  看護師

 厚生労働大臣  自 己

 都道府県知事  保険者
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厚 生 年 金 保 険 法

〔問 ７〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 厚生年金保険法第４６条第�項の規定によると、６０歳台後半の老齢厚生

年金の受給権者が被保険者（前月以前の月に属する日から引き続き当該被

保険者の資格を有する者に限る。）である日（厚生労働省令で定める日を除

く。）が属する月において、その者の標準報酬月額とその月以前の�年間の

標準賞与額の総額を１２で除して得た額とを合算して得た額（以下

「 Ａ 」という。）及び老齢厚生年金の額（厚生年金保険法第４４条第�

項に規定する加給年金額及び同法第４４条の�第�項に規定する加算額を

除く。以下同じ。）を１２で除して得た額（以下「基本月額」という。）との合計

額が Ｂ を超えるときは、その月の分の当該老齢厚生年金につい

て、 Ａ と基本月額との合計額から Ｂ を控除して得た額の

�分の�に相当する額に１２を乗じて得た額（以下「 Ｃ 」という。）に

相当する部分の支給を停止する。ただし、 Ｃ が老齢厚生年金の額

以上であるときは老齢厚生年金の全部（同法第４４条の�第�項に規定する

加算額を除く。）の支給を停止するものとされている。

２ 厚生年金保険法第７９条の規定によると、政府等は、厚生年金保険事業

の円滑な実施を図るため、厚生年金保険に関し、次に掲げる事業を行うこ

とができるとされている。

 教育及び広報を行うこと。

 被保険者、受給権者その他の関係者（以下「被保険者等」という。）に対

し、 Ｄ を行うこと。

 被保険者等に対し、被保険者等が行う手続きに関する情報その他の被

保険者等の利便の向上に資する情報を提供すること。

また、政府は、政府が支給する厚生年金保険法に基づく年金たる給付の

受給権者に対するその受給権を担保とする小口の資金の貸付けを、

Ｅ に行わせるものとされている。

― １４ ― ◇Ｍ１（４７９―１６）



選択肢

 株式会社日本政策金融公庫  支給調整開始額

 支給調整基準額  支給停止開始額

 支給停止額  支給停止基準額

 支給停止調整額  生活設計の支援

 制度の周知  相談その他の援助

 総報酬月額  総報酬月額相当額

 定額部分  独立行政法人福祉医療機構

 都道府県社会福祉協議会  年金積立金管理運用独立行政法人

 標準賞与月額相当額  平均標準報酬月額

 報酬比例部分  老後の支援

― １５ ― ◇Ｍ１（４７９―１７）



国 民 年 金 法

〔問 ８〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 国民年金法は、「国民年金制度は、日本国憲法第２５条第�項に規定する

理念に基き、老齢、障害又は死亡によつて国民生活の Ａ がそこな

われることを国民の Ｂ によつて防止し、もつて健全な国民生活の

維持及び向上に寄与することを目的とする。」と規定している。

２ 国民年金法第９０条の�第�項に規定する学生の保険料納付特例につ

き、保険料を納付することを要しないものとされる厚生労働大臣が指定す

る期間は、申請のあった日の属する月の Ｃ （同法第９１条に規定す

る保険料の納期限に係る月であって、当該納期限から�年を経過したもの

を除く。）前の月から当該申請のあった日の属する年の翌年�月（当該申請

のあった日の属する月が�月から�月までである場合にあっては、当該申

請のあった日の属する年の�月）までの期間のうち必要と認める期間とす

る。

３ 国民年金法に規定する厚生労働大臣から財務大臣への滞納処分等に係る

権限の委任に関する事情として、

 納付義務者が厚生労働省令で定める月数である Ｄ か月分以上

の保険料を滞納していること、

 納付義務者の前年の所得（�月から�月までにおいては前々年の所得）

が Ｅ 以上であること、

等が掲げられている。

― １６ ― ◇Ｍ１（４７９―１８）



選択肢

 �  １２

 １３  ２４

 �年�か月  �年�か月

 �年�か月  �年�か月

 ３６０万円  ４６２万円

 ８５０万円  １，０００万円

 安 全  安 定

 共同連帯  自助努力

 自立援助  相互扶助

 福 祉  平 穏

― １７ ― ◇Ｍ１（４７９―１９）


